
第４号様式（第１２条関係） 

 

賃上げ環境整備支援事業補助金 変更申請書 
 
 

（宛先）京都市長 令和 ８年 〇月 △日 

申請者の所在地 

〒604-1234  

京都市中京区〇〇〇 

 

申請者の名称及び代表者名 

株式会社〇〇  

京都 太郎 

 

（電話） 075 － 123 － 4567 

 
 

令和 ８ 年 〇 月 △ 日付け京都市指令産地第 〇〇 号をもって交付決定通知を受けた
補助事業について、事業の計画を以下のとおり変更したいので、賃上げ環境整備支援事業補
助金交付要綱第１２条の規定に基づき変更交付を申請します。 

事 業 実 施 期 間 令和８年 〇 月  △ 日  ～ 令和 ８  年 △ 月  〇 日 

補助金交付予定額 1,000,000 円 

補助金交付変更申請額 
（補助経費に変更がある場合） 

880,000 円 

変 更 の 内 容 

当初計画していたスチームコンベクションオーブンの導入を取りや

め、業務用冷蔵庫へ変更します。 

業務用冷蔵庫の導入により、食材の保管・管理を一元化し、在庫確認

や取り出し作業の効率化を図ります。 

また、本変更に伴い、スチームコンベクションオーブン（500,000円・

税抜）から業務用冷蔵庫（350,000円・税抜）へ変更となるため、総事

業費は1,250,000円から1,100,000円へ減額となります。 

変 更 の 理 由 

 

当初導入を予定していたスチームコンベクションオーブンについて、昨

今の物価高騰および世界情勢に起因するサプライチェーンの混乱によ

り、調達が困難となりました。 代替案として、現場の業務効率化を検討

した結果、食材管理の効率化が喫緊の課題であると判断し、業務用冷蔵

庫の導入に変更いたします。 本変更により、作業効率の向上および従業

員の負担軽減が見込まれ、生産性向上に資するため申請します。 

添 付 書 類 事業計画書（第２号様式 別紙１） 

 

連絡先・担当者 

氏 名 
（ふりがな）きょうと たろう 

      京都 太郎 

電 話 番 号 075-123-4567 

メ ー ル ア ド レ ス 〇〇〇@△△.jp 

 



第２号様式（第１０条関係）                        （別紙１） 

 

事業計画書 
（１） 事業概要 
（現状の課題） 

厨房での食器洗浄作業は手作業に頼っており、従業員の大きな負担となっている。特にランチタイムや週末

の繁忙期には、洗浄作業に多くの時間を要し、他の調理業務に手が回らないため、提供スピードが遅延し、

顧客満足度にも影響が出ている。また、調理においては、食材の下処理や加熱に時間がかかり、人件費も高

騰している。さらに、食材の保管・管理が煩雑で、在庫確認や取り出し作業に時間を要している。 

 

（補助事業の内容） 

厨房に業務用自動食器洗浄機を導入し、食器洗浄作業の効率化を図る。また、業務用冷蔵庫を導入し、食材

の保管・管理を一元化することで、在庫確認や取り出し作業の効率化と食材の品質向上を目指す。これによ

り、従業員の負担軽減と作業時間の短縮、顧客への提供スピード向上を図る。 

 

 
（２） 事業実施スケジュール（概要） 
（実施スケジュール） 

令和 8 年〇月 1 日～〇月 30 日: 自動食器洗浄機・業務

用冷蔵庫の選定・発注 

令和 8 年△月 1 日～△月 31 日: 機器設置工事、従業員

への操作研修 

令和 8 年□月 1 日～□月 30 日: 本格稼働、効果検証 

（目標とする賃上げ率）※1.9％以上必要（R7.12 月比） 

   2.5  ％ 

☐賃上げ済 

☑賃上げ未 

 

（３） 中小企業診断士に求める支援 
（中小企業診断士に求める具体的な支援内容等をご記入ください。） 

補助事業：・最適な厨房機器の選定（機種、メーカー、導入費用）に関する助言 

・導入後の厨房レイアウト改善に関するアドバイス 

・賃上げ計画の具体的な策定支援 

 

補助事業以外：・新たなメニュー開発に関する相談 

・顧客満足度向上に向けたサービス改善に関する助言 

 

（４）補助対象経費 

取組項目 支出内容 金額（税抜） 支出先 

自動食器洗浄機導入 自動食器洗浄機本体、設置工事費用 750,000 株式会社△△ 

業務用冷蔵庫導入 業務用冷蔵庫本体、設置工事費用 350,000 株式会社〇〇 

    

    

    

計                        （A） 1,100,000円  

【注意】消費税及び地方消費税相当額を抜いた金額を記載してください。見積書、領収書等に税抜価格の明記がない場合は、   
見積書等の記載額に1.1を除した額（÷1.1）を記載してください（小数点以下は四捨五入）。 

 

（５）補助金交付申請額 

（A） 1,100,000円  × ・一般枠      『2/3』※上限200万円 

・小規模企業者枠『4/5』※上限100万円 

＝ 
(B) 880,000円 

            

 


